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書 評
三辺信夫著 『外国貿易の純粋理論』
楠
?
義
I 
国際経済理論は通常，価値および分配の理論と貨幣および物価の理論を分離する「古典
派的二分法」の伝統を受けつぎ．外国貿易の純粋理論もしくは実物理論と国際金融論もし
くは国際収支理論とに分けられる。
前者の純粋理論は,D. リカードの比較生産費原理に始まり,F.D. グレーアムによるリ
カード・モデルの多数国・多数財モデルヘの拡充を経て，今日，ヘクシャー・オリーン理論
という形で，新古典派の経済成長論とも結合されて，めざましい展開をみるに至っている。
三辺信夫博士の『外国貿易の純粋理論』では．こうした純粋理論のながれのうちで．グ
レーアム流の「多数国・多数財貿易理論」（第1部） とヘクシャー・オリーン流の「貿易
と成長」（第3部）を分析の中心にすえ．加えて「貿易均衡の安定と貿易利益」（第2部）
が論じられている。
本書は．著者がこの十数年間にわたって内外の専門誌に発表された論文のうちから選ば
れた13編から成っており．なかでもその水準の高さゆえに注目すべきは，第3部の論文で
あろう。
2部門分析の成長理論を国際貿易論に応用した鬼木・宇沢の画期的な論文i) (1965年）
以来とくに．「貿易と成長」の問題は． そうした新しい視点からする国際経済学のメイン
・テーマのひとつとして'P.K. バーダン等多くの学者によって研究されてきたことは
周知の事柄である。 A.I. プルームフィールドは，最近のサーヴェイ論文 (Bloomfield,
"Recent Trends in International Economics")2)において，こうした1965年以降の斯界
1) H. Oniki and H. Uzawa, "Patterns of Trade and Investment in a Dynamic 
Model of International Trade," Review of Economic Studies, Jan. 1965. 
2) The Annals of the American Academy of Political and Social Science, Nov. 
1969 (『日米フォー ラム』 1970年7月号に訳）
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における主要論文を取り扱っているが，本書第3部所収の2論文（第9章と第13章）S)は，こ
のサーヴェイ論文においてバーダンの著名な論文 (Bardhan•onFactor Accumulation 
and the Pattern of International Specialisation: REStud, Jan. 1966および "Equ-
ilibrium Growth in the International Economy,9 Quarterly Journal of Economics, 
Aug. 1965) と並んで参考文献として挙げられているのである。（尤も著者のアプローチ
は，鬼木・宇沢流のそれと異なることは以下で明らかとなろう）
I 
第1章の論文から順次紹介しよう。
周知のごとく'D.リカードは. 2国2財1生産要素（労働）モデルにもとづく比較生産費
原理を樹立した。単一の生産要素と一次同次の生産関数を想定するかぎり，古典派モデル
において少なくとも1国は，その比較優位財に完全特化せざるを得ない。それゆえ交易条
件は，「生産側」からは両国の比較生産費によってその上限と下限が画されるにすぎず，現実
の国際均衡価格の決定は， J.s. ミルが示したように．「相互需要」によらねばならない。
これに対して,F. D. グレーアムは．生産要素を単ーとみなす古典派の単純化仮定を伝
承しつつも・（従って，比較優位の決定因はやはり．リカードと同じく．各国における技術
知識の相違にもとづく各財生産の機会費用比率の国際差に求められる）. 2国2財モデル
を一般化して10国10財（一般にm国n財）モデルにまで拡充した。その結果'A.P. ラー
ナーの2国合成手法1)を多数国多数財へ拡張する分析手法をもちいて．世界全体の生産変
形曲面を描いた場合． 「グレーアム理論においては国際均衡価格が各国の機会費用比率に
よって描かれる n次元スペース'm'凸多面体中のいずれかひとつの小平面によっても規
定され．供給側からも同時に決定される。この場合．貿易後においてすぺての商品を同時
に生産している国が存在しないにも拘らず．国際均衡価格は〔数ケ国で共通に生産される
連環商品を媒介としつつ……〔カギカッコ内．筆者補注．以下同じ）〕各国の機会費用に一
致している。均衡点が凸多面体の頂点にくるとき〔均衡交易条件は．需要のわずかな変化
によっても変動し〕古典派ケースとなるが，グレーアムは，これを例外的として．不安定
な "limboprice• と呼んでいる」 (2ペー ジ）。
3)もともと第9章は TheAmerican Economic Rゅiew,Dec. 1966に． 第13章は The
Canadian Journal of Economics and Political Sc畑 ce,Feb. 1966に発表された。
1) A. P. Lerner, "The Diagtamni.atical Representation of Cost Conditions in 
International Trade," Economica, Aug. 1932. 
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要するに，国際均衡価格は原則として，古典派モデルにおいでは「需要側」から決定さ
れたのに対して，グレーアム・モデルでは「供給側」から決定される。さらに．古典派2
国2財モデルは，グレーアム多数国・多数財モデルの例外的もしくは特殊的ケースとして
そこに含まれることになる。
第1章（多数国・多数財貿易における国際均衡）では．おおむね以上のような論点が．
リニアー・プログラミングの幾何学的手法を用いて展開されている。
周知のように， リニアー・プログラミングの幾何学的手法は．っとにT.M.ウィッティ
ンによって国際貿易論に援用されグレーアム・モデルに適用されているが2). その際ウィ
ッティンは，著者によって析出されたグレーアム理論に特徴的な二つの需要関数のうちの
一つしか取り扱っていない。すなわち.(i)各国が貿易前と貿易後において各財に対す
る支出割合を一定とするケース， のみが取り上げられ.(i)各国が貿易後．国際貿易か
らの利益に比例して各財の消費量を増大するケースは分析されていない。本章は勿論 (i)
のケースもカヴァーしており．かくて幾何学的手法によるグレーアム理論の分析はより一
般化されたのである。
第2章（多数国・多数財貿易と比較生産費構造）では．「多数国多数財分析において．有
効な生産特化パターンは〔一般に2国n財もしくは2財n国の〕双務的な比較生産費原理
を満たすが．その逆は必ずしも成立しない」 (34ページ）ということが示される。こうし
た命題はすでに，R.W.ジョーンズの有名な論文S)においても提示されている。 n国n財貿
易のケースについてジョーンズは，産業連関分析の正値解の条件（ホーキンス・サイモン
の条件）を用いて「有効生産特化」のための必要十分条件を展開した。同じケースについ
て著者は．産業連関分析の正値解にかんするL.W.マッケンジーの定理4)を用いることに
よってジョーンズとは異なる証明を与えている。いずれにせよ，「n国n財の多数国・多数
財貿易モデルにおいて．最適な有効生産特化は正方行列であらわされる投入係数行列にお
いて．対角要素の積が各行および各列より一要素ずつとり出したものの積のうちで極小と
2) T. M. Whitin, "Classical Theory, Graham's Theory, and Linear Programming 
in International Trade,• QJE, Nov. 1953. 
3) R. W. Jones, "Comparative Advantage and the Th~ory of Tariffs : A Multi-: 
Country, Multi-Commodity Model, REStud, June 1961. 
4) L. W. McKenzie, "Matrices with Dominant Diagonals and Economic Theory,• 
in Mathematical Methods in the Soc幻lSciences, 1959, ed. by Arrow, Karlin and 
Suppes. 1959 
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なるように配列した場合．各国の特化方向はその対角要素によって決定される」 (44ペー
ジ）。かくして，投入係数行列が正方である場合． 各国がそれぞれ一財に完全特化し． し
かもすべての財が生産されるような「基準的」な特化パターンは一義的に決定される。か
かる特化パターンを決定するのが．「多角的比較生産費原理」と呼ばれる。
問題は．こうした「多角的比較生産費原理」が．財の数と国の数とが異なる場合にも一
般化しうることを如何に示すか．という点にある。著者はこの点を説明するのに．まず生
産特化パターンを.(i)「有効生産特化」（各国はすべて比較優位産業に特化する）. (i) 
「不可能生産特化」（各国はともに比較劣位産業に特化する）. (iii) 「非有効生産特化」
（若干の諸国は比較優位産業に特化し，残りの諸国は比較劣位産業に特化する）の三つの
パターンに分け．さらに「マッケンジーの三角形」5)を利用している。 こうした分析手法
によって著者は．「有効〔生産〕ファセットの外側だけでなく． それを支えている内部の
構造も外側の変化とほぼ対称的に変化している」 (49ペー ジ） ことを示すのに成功した。
さらに．このような幾何学的な方法は．その性質上，分析しうる財の数に制限があるとは
言え，ジョーンズの代数学的方法よりも一層簡単でより明快であるように思われる。
第3章（外国貿易と利潤極大化原理）は． これまで対照的に取り扱われてきた「「双務
的比較生産費原理」と「多角的比較生産費原理」の基盤にある共通の命題を確認し．併せ
て従来の理論．とくにヴァイナー理論との関係を明らかにする」 (58ページ）のに費やさ
れている。
ここで言う共通の命題とは．資本制生産における基本命題たる利潤極大化原理を指す。
「双務的」にしろ「多角的」にしろ「比較生産費原理」が満たされる生産特化のもとで
は．各財の世界生産は有効であり．従って少なくとも他の1財の生産を減少させることな
しには，如何なる財の産出高も増加させることはできない（パレート・オプテイマムの成
立）。このように「生産特化が有効である場合． かかる特化を成立せしめる， すべての財
貨価格が正となるような価格領域の集合が存在する・・・・・・。一方． もしも生産特化が有効で
ない場合， かかる正の価格領域は存在せず． ある財貨の価格はネガテイヴになるであろ
う。負の商品価格は利潤極大化原理と矛盾する。商品価格が負の場合，当該財の産出高は
ゼロでなくてはならない。従って，利潤極大化原理は，また生産特化が有効であるか否か
を判定する基準である」 (71~2ペー ジ）。
5) L. W. McKenzie, "Specialisation and Efficiency in World Production," RE 
Stud, June 1954. 
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上述の「価格領域」の存在はまた．ヴァイナー理論の本質的部分とかかわりがある。
「ヴァイナー理論の本質的部分は，各国間の相対的実質賃金率の決定，すなわち．各国
の対数グラフにおける原点の相対的位置の決定にある」 (66ページ）。この相対的賃銀率自
体は．正の「価格領域」内において各国の国際収支を均衡させるような水準に． 「相互需
要」によって決定される。こうした相互需要による各財の世界市場価格の決定は，グレー
アム理論における •a limbo price ratio"成立のケースとして既に第1章で分析されたと
ころでもある。かくて，ヴァイナー理論は． 「多角的比較生産費原理」の一つのケースと
してそこに含まれることが明らかにされる。
第4章（アクテイヴィティ・アナリシスと貿易理論）は，これまで主として幾何学的分
析手法によって取り扱われてきたグレーアム理論を．アクテイヴティ・アナリシスの方法
を用いて分析するのにあてられている。
アクティヴィティ・アナリシスのグレーアム・モデルヘの適用は，すでに L.マッケン
ジーの有名な論文6)においてなされているところであるが，著者は,T. C. クープマンス
の生産理論7)を用い．さらに「マッケンジーの三角形」に正三角形の特質を適用して改良
を加えることによって，より明快な形で議論を展開している。
その結果， r財n国貿易のケースにおいて，結論的に次のことが示される。「〔1〕均衡
点がr-1次元小平面上に来る場合，需要変化に対して，生産点は不安定的， 価格は安定
的である。〔需要の変化は，もっばら生産の変動によって対応される〕……〔2〕均衡点が
r-s次元小平面の上におちつく〔中間的な〕場合，互いに独立な均衡価格は S組あって，
すべての解はそれらの1次結合として得られる。〔3〕均衡点がゼロ次元小平面上におち
つく湯合，……互いに独立な均衡価格はr組あり，需要の変化は価格を変動させるが，生
産点は変化させない。この場合，需要変化に対して，生産点は安定的，価格は不安定的で
あると言える。古典派貿易理論は，均衡点がゼロ次元小平面に来た場合には，そのまま妥
当する」 (96~7ペー ジ）。
III 
第2部では．主としてマーシャル・ラーナーの安定条件 (5, 6章）と貿易利益 (7.
6) McKenzie, op. cit., do., "Specialization in Production and the Production 
Possibility Locus," REStud, Vol. 23 (1955-6). 
7) T. C. Koopmans, "Analysis of Production as an Efficient Combination of 
Activities," in Activity Analysis of Production and Allocation, ed. by Koopmans, 
1951. 
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8章）に関して議論が展開される。
まず第5章（マーシャル・ラーナーの安定条件）は． 「均衡価格決定に至る動学的メカ
ニズム，つまり市場均衡の安定条件」 (99ページ）の分析にあてられている。
周知のように，安定性の問題を考察する際に設定される動学仮説には，ワルラス流の動
学仮説とマーシャル流の動学仮説が存在する。
「ワルラス流の動学仮説に従うと，ある財貨に対する超過需要が当該財の価格を上昇さ
せ，一方超過供給がその価格を引き下げるという仮定のもとで，価格の上昇が超過供給を
生ぜしめ，価格の下落が超過需要を生ぜしめるならば，市場は安定的であると言われる。
これに対して，マーシャル流の動学仮説に従うと，ある財貨に対する需要価格が供給価格
を超える場合，財貨供給を増大させ，一方，供給価格が需要価格を超える場合，財貨供給
を減少させるという仮定のもとで，財貨供給の増大が超過供給価格を生ぜしめ，財貨供給
の減少が超過需要価格を生ぜしめるならば，市場は安定的であると言われる」(100ペー ジ）。
ところで著者は，以下の理由で，マーシャル流の動学仮説を経済的に有意義なものとは
認めない。「マーシャル流の動学行動仮説によるとその効果において，各国はまず販売し
ようと欲するものに関してある決定を下し，価格は単にこれらの量の額を均等化するため
にのみ選ばれるのであって，それ以上の意味をもたない。……あたかも諸商品が腐敗する
ようなものであり，市場にドット安売りされるようなものと考えられている。かくして，
マーシャル流の動学的行動仮説によると，価格は需要によって決定されるのではなくて，
他の財貨の供給量によって決定される」 (112ペー ジ）。
そこで著者は，ワルラス流の動学仮説を採用し， さらに， この動学仮説に従うと「〔価
格変化に対して生産量が一定不変である〕単純交換経済において不安定であった市場〔供
給曲線の勾配＜需要曲線の勾配）が，生産調整メカニズムによって安定化しうる」 (117ペ
ージ）条件を示した。
このようにして，均衡化プロセスに生産調整を導入した「より緩和されたマーシャル・
ラーナーの安定条件」1)は，次のようになる。
(ri1十加）+(e1十E2)>1 
但し，すい単純交換モデルにおける第i国のオファー曲線の弾力性
釘；第i国の輸出供給の価格弾力性
1)なお． 「マーシャル・ラーナーの条件」がワルラス流の動学仮説を前提していること
は,109ジページに示されている。
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ハワイ大学準教授． ョング・ハ・イェ氏は， TheSouthern Economic journal誌2)に
おいて．「(1)マーシャル〔ラーナー〕条件は． 〔為替相場の切下（上） げ率がかなり大巾
で．従って〕輸入需要に関する点弾力性を弧弾力性でおきかえた場合．必ずしも有効でな
い。 (2)初期交易条件が不均衡〔従って，初期貿易収支も不均衡〕であるとき，マーシャル
（ラーナー〕条件は必ずしも成立しない」 (119ページ）という興味ある結論を導出した。
第6章（為替安定性と平価切下げ）は，この「イェ氏論文の検討を通して，為替安定条
件と為替相場変動論の関係を考察する」 (120ページ）のにあてられる。
著者は，イェ氏の第(1)命題に関して，たとえ為替相場の切下（上）げ率がかなり大巾で
あっても「マーシャ）レ〔ラーナー）安定条件は，もしも均衡交易条件が一意的であるなら
ば，ローカルと同様にグローバルにも成立する」 (130ページ）ことを示している。
さらにイェ氏第(2)命題についても，著者は「Y財〔""N国の輸出財〕の世界的超過供給
は， N国にたいする貿易収支赤字とは異なっている。前者は市場が安定的であるならば．
Y財の市場価格は均衡価格よりもより高いということを意味するのにたいし．後者は貿易
収支の黒宇国より赤字国への所得のトランスファーを意味している」 (131~2ペー ジ） と
指摘し．「初期貿易収支が均衡状態にあるときのみならず． 不均衡状態のときにも． その
均衡点がユニークであるかぎり，〔たとえ，ワルラス流の試行錯誤過程の間には．ある率の
為替相場の切下げが貿易赤字を増大させることがありうるとしても〕マーシャル・ラーナ
一条件は，究極的に貿易収支を均衡化させる規準たりうる」 (137ページ）と結論している。
J. バグワティと H.G. ジョンソンは， EconomicJournal誌上の共同論文3)において，
貿易利益測定にかんする三つの基準を提示した。マーシャル的余剰 (S),補償変量 (C)
および等価変量 (E)の三つの基準はそれぞれ，輸出財で表示されるか，輸入財で表示さ
れるかに従って，さらに消費者尺度（添字Cで示す）と生産者尺度（同じくPで示す）と
に分かれる。「かくして， 1国が外国貿易より得られる利益の尺度には6種類ありうる。
すなわち，マーシャル的消費者および生産者余剰〔Sc,Sp〕消費者および生産者の補償変
量〔Cc,Cp〕および消費者および生産者の等価変量〔Ee,Ep〕であり，従って， (2国）
2) Yeong-Her Yeh, "A Note on the Marshall Condition," The Southern Economic 
Journal, Jan. 1967. 
3) J. Bhagwati and H. G. Johnson, "Notes on Some Controversies in. the The-
ory of International Trade," EJ, March 1960. 
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世界全体としては12の貿易利益尺度が存在している」 (140ペー ジ）。
バグワティとジョンソンは．無差別曲線が原点にたいして凸であり．かつ劣等財が存在
しないような「正常的」ケースについて,Sc<Cc<EcおよびEp<Sp<Cpの関係が成立
することを'J.E.ミードの幾何学的図表を用いて示した。
著者は第1章（貿易利益の測定）において．同じくミードの幾何学的図表を用いつつ．
「劣等財の存在しているとき．貿易利益の測定基準の順位が如何に修正されるか」 (140ペ
ージ）を分析している。
「たとえ．劣等財が存在しているとしても． オファー曲線はなお正常的な型をしてお
り．その弾力性が全領域に亙って1より大であり．．その結果．貿易均衡は安定的でありう
る。…•••実際には．たとえ劣等財が存在しているとしても，通常正の代替効果が負の所得
効果を相殺するように思われる。この意味において．劣等財の存在はなお正常的ケースに
属するだろう」 (145ページ）と主張する著者は． 次のような結論を導出した。「輸入財が
劣等財で輸出財が非劣等財のとき．貿易利益の諸尺度の順序は．輸出入財いずれであらわ
すとしても,E<S<Cの関係を有する。他方．輸出財が劣等財で輸入財が非劣等財のと
きには．その1厠字は輸出入財いずれであらわしても, S<C<Eの関係にある」 (145-6
ペー ジ）。
すでに第1部でみたように，比較生産費原理にもとづく自由貿易は，バレート・オプテ
イマムを満たす世界総資源の最適配分をもたらす。しかしながら，他国を犠牲にすれば，
1国はより大きな利益を得ることが可能であることを最適関税論は教えている。とは言
え犠牲をこうむる国が，いつまでも自由貿易政策をとりつづける保証はない。その国はい
ずれ報復関税を課すであろう。
H.G. ジョンソンは， 1国が関税を賦課することによって，たとえ相手国が報復手段を
とる場合でも，利益を獲得しうる条件を， 「厚生反作用曲線」を導出することによって提
示した4)。「各国の厚生反作用曲線は，相手国によって課せられる任意の関税に対応する
各国の最適関税をあらわすものである」 (156ペー ジ）。勿論， 両国の厚生反作用曲線の交
点は最終均衡点をあらわす。
第8章（報復関税とゲーム理論）は，こうした「ジョンソン論文の仮定を吟味し，独占
4) H. G. Johnson, "Optimum Tariffs and Retaliation," in International Tra必
and Economic Growth, Ch. I柴田裕訳『国際貿易と経済成長」第I章
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理論ないしはゲーム理論の報復関税理論への適用を試みること」 (152ページ）にあてられ
ている。
著者はまず．相手国の関税率が前期と変わらないものとして．当該国が最適関税を課す
るというジョンソン・モデルの仮定は．報復関税諸国がとり得る最善の行動を反映するも
のではない点を指摘する。「もしも相手国が関税率を前期のまま保持するということをこ
の国が認めるならば．この国は自国の反作用曲線上に留まることを止めて．相手国の反作
用曲線上において．自国にとって最も有利な関税率を選ぶだろう」 (160ペー ジ）。
さらに著者は．クールノー解とよく似ているジョンソン・モデルにおける反作用曲線の
交点は．安定的均衡点でないことに注意をむける。「両国ともさきの最終到達点〔交点〕
より離れることによりより大なる貿易利益獲得の可能性が存在し．この点に留まる傾向は
存在しない。ここに至って．ジョンソンの均衡解は完全に妥当性を失う」 (160ペー ジ）。
そこで著者は．新たに二つの解を提起する。
第1の解は． 両国の貿易利益無差別曲線の接点を結んだパレート・オプテイマム曲線
（またはエッジワース契約曲線）上の 1点に両国の関税率が決められる場合に得られる。
「契約曲線上の点は．パレート・オプテイマムを満たすという意味で．両国にとって最適
解の集合である。しかしながら．特定の1国にとって契約曲線上の点が．常にそれ以外の
点より．より高い貿易利益をもたらす保証は存在しない。〔なぜなら． 契約曲線上への移
動がその国に貿易利益をもたらすか否かは．相手国の課すであろう関税率に依存している
から〕これらの事実に加えて．契約曲線上の点は不安定均衡点である」 (162~3ペー ジ）。
第2の解は．報復関税当事国が相互に自己の貿易利益を最大にしようと試みつつ．相手
国の貿易利益に対して最大の損失を与えるような関税率を課した場合に得られ．最終到達
点は「マックス・ミム曲線」上に来る。「マックス・ミム曲線は． 自己の貿易利益を極大
にしようと欲している相手国に対して与えうる最大の危害をあらわしている。……マック
ス・ミム曲線上の各点は．両国の貿易利益無差別曲線の接点の軌跡であるが．同じく接点
の軌跡をあらわすパレート・オプテイマム曲線とは異なり．この曲線上を適当に移動する
ことにより．両国ともにより高い貿易利益無差別曲線上に移動することが出来る」 (165ペ
ジー）。
IV 
第3部は. 5章から成る。
まず第9章（ヘクシャー・オリーンの定理． レオンティエフ・パラドックスおよび経済
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成長パターン）では． 「リカアドオ・モデルとヘクシャー・オリーン・モデルの結合． す
なわち． 各国間において技術条件も生産要素賦存量比率もともに異なる場合」 (167ペー
ジ）に分析の焦点があわされる。
生産変形曲線を用いて分析をすすめる著者は．まず「生産変形曲線の型は．両産業部門
における技術条件が与えられた場合．もっぱら生産要素賦存量比率に依存し．他方．この
比率が与えられた場合．生産変形曲線の規模は．二要素の賦存量に比例的である」 (170ペ
ージ）ことを図解する。さらに．生産要素価格一定という仮定のもとで．技術進歩が産出
高または生産物価格に及ぽす効果が分析される。その結果． 次のような結論が導出され
た。 「一般的に．両国の生産関数が技術革新の結果．それぞれの財貨において異なってい............. 
る場合，もしも共通の要素価格比率において，資本集約財の価格が資本豊富国におけるより
も労働豊富国においてより低廉であらば． レオンティエフ・パラドックスが可能である。
他方．両国における生産関数が異なる場合．もしも共通の要素価格比率において．資本集
約財の価格が資本豊富国において．労働豊富国よりもより低廉であるならば．ヘクシャー
・オリーン定理の成立が．両国間の生産技術条件の差異にも拘わらず可能である」 (172~
3ペー ジ）。
ノャ オリーン定理」と「レオノプイエフ・パこのように明確に再定義されヤ「ヘク‘
ラドックス」のそれぞれが経済成長過程において継起的に成立する条件が．「経済拡張線」
と「エンゲル曲線」とを用いて明示され．生産関数が両国で異なるリカード・モデルの場
合にも．ヘクシャー・オリーン定理は成立可能であることが証明された。
第10章（『合意的国際分業原理』の意義と限界）では． 小島清教授の「合意的国際分業
原理の展開」1)が批判的に検討される。
まず著者は．「合意的国際分業原理」の特質を次の2点に求める。「〔第1に〕合意的国
際分業は典型的には．比較生産費差が存在しない場合において．貿易当事国間の合意によ
って．より優れた生産方法への移行のために分業が行なわれる。第2に伝統的国際分業
論では不変生産費または逓増生産費条件が仮定されたが．合意的国際分業論では逓減費用
条件が仮定されている。貿易利益はもっぱらこの逓減費用条件または大規模生産の利益に
求められている」 (179ペー ジ）。
次いで合意的国際分業の典型的ケースが．生産変形曲線と消費無差別曲線を用いて明快
に図示される (180ページ．第1図）。
1) 『世界経済評論』 1967年2月号
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問題は．生産特化の方向をめぐって両国間に「合意」が成立する条件を求めることにあ
る。本章のメリットは．小島論文において必ずしも明確でなかったこの条件を明らかにし
たことにあるように思われる。「貿易が行なわれるためには． 両国はそれぞれ異なった方
向に生産特化することが必要であるが. 1組の生産特化方向が他のものよりも．両国とも
により有利であるならば．たとえ，貿易利益の両国間への配分が不平等であるとしても．
生産特化方向に関する合意が容易に成立する」 (188ページ）と指摘し，著者は， 180ページ
の第1図にエンゲル曲線を組み合わせて，「合意」が成立するケースと成立しないケースを
明示した。さらに，「合意的国際分業原理は，たとえ貿易において比較生産費差が存在し，伝
統的比較生産費原理に基づく国際分業が両国ともに貿易利益をもたらすときにも．逓減生
産費条件．つまり規模に関する経済が作用する場合には．両国間の「合意」によって比較
生産費と反対方向に生産特化することによって．貿易利益を両国ともにより一層増大させ
うることがあり得るところにその威力を最も発揮する」(190~1ページ）ことが示された。
第1章（外国貿易と経済発展の理論）では． 「19世紀と20世紀の世界貿易パターンの変
化を説明する．できうるかぎりもっとも簡単化された理論的モデル」 (195ページ）が検討
される。
周知のジョンソン基本方程式2)も教えるように， 「19世紀の世界貿易においては，先進
国イギリスの後進国よりもより高い経済成長率が．後進国の農産物．工業用原材料品にた
いする輸入需要増をもたらし．先進国の入超傾向．したがって．交易条件の先進国への不
利化をもたらした」 (194ペー ジ）。
これに対して．ヌルクセも指摘するように3), 20世紀の世界貿易においては．第一に先
進国における輸入競争財産業を中心とする技術進歩（経済成長）によって．第二に先進国
における農産物，工業用原材料品にたいする限界消費性向の減少によって．交易条件は長
期的に後進国にとって不利化しつつある。
著者はこうした貿易パターンの変化を比較生産費原理を動学化することによって説明
する。その際．分析は完全特化の場合と不完全特化の場合に分けて行なわれ．それぞれの
場合について．技術進歩または要素賦存量増大による各財産出量の変化が. 1)交易条件
の変動， 2)実質所得の変動. 3)輸入額の変動におよぼす効果が考察される。
ジョンソンは基本方程式を導くにあたって. 1国が一部門（輸出財部門）のみから成る
2) H. G. Johnson, op. cit., Ch. N 
3) R. Nurkse, Patterns of Trade and Development, Oxford, 1962. 
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ものと仮定した。これに対して著者は．不完全特化のケースを分析していることからも明
らかなように，二部門（輸出財および輸入競争財部門）分析によって理論をより現実化し
ジョンソン基本方程式をより一般化した。その結果． 「各国の経済成長が輸出財生産部門
を中心としてなされる場合と，輸入競争財生産部門を中心としてなされる場合とでは，交
易条件〔したがってまた実質所得水準〕に及ぽす効果が正反対である」 (207ページ）こと
が明らかにされた。輸出財部門における高い経済成長は，ジョンソン基本方程式の示すよ
うに．その国に交易条件を悪化させ，極端な場合には，「窮乏化成長」をもたらすが，逆に
輸入競争財部門における高い経済成長は．その国に交易条件を有利化させ．その結果つね
により一層の実質所得増をもたらすのである。
「周知のように，経済学の基本的問題のひとつに，生産分配および消費の分析ないし
はその相互関連があるが．生産に投入される生産要素価格と．生産された財の価格の関係
は，これら生産，分配および消費という経済学の基本的問題の核心を取扱うものである」
(221ページ）。このような視点から著者は，第12章（生産要素価格均等化理論の多数財多
数要素モデルヘの拡充）において．「サムエルソン理論4)を批判して新たに多数財，多数
要素モデルにおける globalunivalence成立のための十分条件を確立したゲール・ニ階
堂の理論5)を用いて.global univalenceとストルパー・サムエルソン理論との関係にま
で発展させたチップマンの理論6)を紹介し，若干の論評を加えて議論を補足発展」 (222ペ
ージ）させている。
著者の，生産要素価格と生産物価格の関係にかんするより積極的な見解は. "The Sto 
lper-Samuelson Theorem, the Rybczynski Effect, and the Heckscher-Ohlin Theory 
of Trade Pattern and Factor Price Equalization : The Case of Many-Commodity, 
Many Factor Country," (The Canadian Journal of Economics and Political Science, 
Aug. 1967) に展開されている。従って本章を理解するにあたっては同稿を著者のコメ
4) P. A. Samuelson, "Prices of Factors and Goods in General Equilibrium,• RE 
Stud, Vol 21 (1953-4). 
5) D. Gale and H. Nikaido, "The Jacobian Matrix and Global Univalence of 
Mappings," Mathematiche Annalen, 1965. reprinted in Readings in Mathematical 
Economics (ed. by P. Newman) Vol. 1 
6) J. S. Chipman, "Factor Price Equalization and the Stolper-Samuelson The-
orem," Econometrica, Oct. 1964. 
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ントによって加筆されたというチップマンの最新稿7)とあわせて読まれることをお勧めす
る。ここではただ．簡単にテクニカル・タームの説明なしに．本章で明らかにされる諸概
念間の論理的関係を結論的に示しておく。それは次のようになろう。
•the strong form of the Stolper-Samuelson Theorem"が成立すれば一→各産業
の技術条件にもとづいて導かれる確率行列が •a dominant diagonal matrix" となり
ー→そのとき,"global univalence"と並行して "theweaker form of the Sfolper-
Samuelson Theorem"が成立する。（→印の逆方向は． 必ずしも成立しないことに注意
されたい）
、 最後の第13章（簡単な動学的レオンティエフ・モデルにおける経済成長と国際貿易）で
は．「(1)行列貿易乗数を用いて．〔伝統的なケインズ貿易乗数では無視されてきた〕中間生
産物の貿易乗数へ及ぼす効果.(2)中間生産物の財貨輸出および産出高に及ぽす効果.(3)簡
単な動学的レオンティエフ・モデルにおける均衡成長の安定条件」 (242ページ）が考察さ
れる。
著者は．ケインズ派の貿易乗数モデルとレオンティエフ・モデルを混合したモデルを用
いて．比較静学システムならびに動学システムを分析する。このモデルの特徴は次の2点
に求められる。「(1)レオンティエフ係数は国内産の中間生産物と労働のみではなくて． 輸
入された中間生産物に関連した項を含んでいる。 (2)二つの国内部門の産出高にたいする消
費性向と輸入財にたいする消費性向を区別する消費関数が存在する。この消費関数がケイ
ンズ・モデルとレオンティエフ・モデルを結合する」 (255~6ページ）。このようなモデ
ルによる貿易乗数の分析の結果．静学システムにおいて「ケインズ・モデルはジョンソン
・モデルの特殊ケース」 (248ページ）であり．さらに「ジョンソンの場合もまたわれわれ
のものの特殊ケース」（同）であることが示された。加えて動学システムにおいても「ジ
ョンソンの方程式は……われわれのものの特殊ケースである」 (251ページ）ことが明らか
にされた。かくして著者は．静態ならびに動態的レオンティエフ・モデルを用いることに
よって貿易乗数をより一般化したのである。さらに． 「輸出が増大するとき． 産出高また
は国民所得は乗数過程によって増大するだろう。しかしながら． 〔両産業の産出高水準一
定のもとでは〕輸出の増加は成長率を逓減させる」 (255ページ）ことが．ベクトルを用い
た図によって解明される。
7) J. S. Chipman, "Factor Price Equalization and the Stolper-Samuelson The-
orem: International Economic Review, Oct. 1969. 
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最後に，同じく図解によって「もしも，〔資本係数行列において． 各産業の〕投資パタ
ーンが他産業の生産物に集約的であるならば，体系は安定的であり，経済は均衡成長に向
う傾向にある。他方，もしも，投資パターンが自己の産業の生産物に集約的であるなら
ば，…•••体系は不安定である」 (254ページ）ことが示された。
以上，本書の各章にわたって幾分詳細にその内容をみてきた。すでに明らかになったか
と思うが，本書においてはかなり高度な理論が見事に展開されている。その展開にあたっ
て主として用いられている行列代数になじみのうすい読者には，本書は一見取っ付きがた
く思われるかも知れないが．著者は随処に幾何学的手法を駆使して説明をよりわかりやす
くしている。
学部高学年ならびに大学院の学生で，国際経済学を志す読者が．本書を味読されること
をお勧めする。（ただ，印刷上のミスが記号等に散見する点が惜しまれる）
（風間書房昭和46年3月刊, A5判,vii+257ページ,4,600円）
付記。
小稿の作成にあたって．本学山本繁綽教授よりいくつかの貴重なコメントをいただいた
ことをここに記し．謝意を表します。
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